
 

 

専 決 第 ２ 号 

 

 

令 和 ２ 年 度  広 川 町 一 般 会 計 補 正 予 算 第 ７ 号 

 

 令和２年度広川町一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，１８１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，０６０，８５６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年 ２月２４日 専 決 

広 川 町 長   渡  元 喜 

 

－ 1 － 



第１表  歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

 16 県支出金 823,486 2,181 825,667

  3 県委託金 38,277 2,181 40,458

歳               入               合               計 12,058,675 2,181 12,060,856

－ 2 － 一般会計



－ 3 －

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  2 総務費 2,411,989 2,181 2,414,170

  4 選挙費 383 2,181 2,564

歳               出               合               計 12,058,675 2,181 12,060,856

一般会計



（追加） （単位：千円）

一般会計
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第 ２ 表    債　務　負　担　行　為　補　正　

事　　　　　　項 期　間 限度額

県知事選挙及び県議会議員補欠選挙執行業務
自：令和2年度
至：令和3年度

3,195



－ 5 －

歳入歳出補正予算事項別明細書

１  総　括
歳　入 (単位：千円)

款 補正前の額 補正額 計

 16 県支出金 823,486 2,181 825,667

      歳          入          合          計 12,058,675 2,181 12,060,856

一般会計



歳　出 (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  2 総務費 2,411,989 2,181 2,414,170 2,181 0 0 0

 歳     出     合     計 12,058,675 2,181 12,060,856 2,181 0 0 0

－ 6 － 一般会計

一 般 財 源



－ 7 －

２　　歳　入

(款)  16 県支出金 (項)   3 県委託金 (単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1 総務費県委託金 38,065 2,181 40,246   1 総務費県委託金 2,181 知事及び県議会議員選挙執行経費市町村交付金              

　　 　　計 38,277 2,181 40,458

一般会計

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



３　　歳　出

(款)   2 総務費 (項)   4 選挙費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  6 県知事県議会 0 2,181 2,181 2,181   1 報酬 349 ◎　県知事県議会議員選挙費                 1,821

議員選挙費   3 職員手当等 360   1 報酬                                     349

  7 報償費 35 　　・選挙管理委員報酬                        73

  8 旅費 3 　　・期日前投票管理者報酬                    68

 10 需用費 672 　　・期日前投票立会人報酬                   116

 11 役務費 670 　　・補助的会計年度任用職員報酬              92

 13 使用料及び賃 92   7 報償費                                    35

借料 　　・ポスター掲示場謝礼                      35

  8 旅費                                       3

　　・普通旅費                                 3

 10 需用費                                   672

　　・消耗品費                               500

　　・燃料費                                   3

　　・食糧費                                  15

　　・印刷製本費                             154

 11 役務費                                   670

　　・通信運搬費                             538

　　・手数料                                 132

 13 使用料及び賃借料                          92

　　・使用料及び賃借料                        92

◎　県知事県議会議員選挙費職員人件費         360

  3 職員手当等                               360

　　・時間外勤務手当                         360

一般会計

－ 8 －

節

一般財源



－ 9 －

(款)   2 総務費 (項)   4 選挙費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

　　計 383 2,181 2,564 2,181

一般会計

節

一般財源



１特別職 （単位：千円）

報酬 給料 期末手当 退職手当負担金 計
長等 3 0 24,056 6,939 7,362 38,357 4,282
議員 13 39,984 0 11,304 0 51,288 14,001
その他の特別職 445 34,093 0 0 0 34,093 0
計 461 74,077 24,056 18,243 7,362 123,738 18,283
長等 3 0 24,056 6,939 7,362 38,357 4,282
議員 13 39,984 0 11,304 0 51,288 14,001
その他の特別職 427 33,836 0 0 0 33,836 0

計 443 73,820 24,056 18,243 7,362 123,481 18,283
長等 0 0 0 0 0 0 0
議員 0 0 0 0 0 0 0
その他の特別職 18 257 0 0 0 257 0

計 18 257 0 0 0 257 0

２一般職
（１）総括 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
(  143  )

110 176,839 397,100 314,594 888,533 162,143
(  140  )

110 176,747 397,100 314,234 888,081 162,143
（ 3 ）

0 92 0 360 452 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 14,666 7,320 176,575 3,800 24,834 6,903 9,040 71,336 120 0 314,594
補 正 前 14,666 7,320 176,575 3,800 24,474 6,903 9,040 71,336 120 0 314,234
比 較 0 0 0 0 360 0 0 0 0 0 360

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

比較
452

一般会計
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備 考

補正後
1,050,676

補正前
1,050,224

比較

0
0

257
257

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計

補正後

42,639
65,289
34,093

142,021

補正前

42,639
65,289
33,836

141,764

給 与 費 明 細 書

区 分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計 備 考



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
(   2   )

110 0 397,100 303,167 700,267 134,200
(   2   )

110 0 397,100 302,807 699,907 134,200
（ ）

0 0 0 360 360 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 14,666 7,320 165,148 3,800 24,834 6,903 9,040 71,336 120 0 303,167
補 正 前 14,666 7,320 165,148 3,800 24,474 6,903 9,040 71,336 120 0 302,807
比 較 0 0 0 0 360 0 0 0 0 0 360

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ 141 ）

0 176,839 0 11,427 188,266 27,943
（ 138 ）

0 176,747 0 11,427 188,174 27,943
（ 3 ）

0 92 0 0 92 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 11,427 11,427
補 正 前 11,427 11,427
比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その1週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い

職員について外書きすること。

比較
92

一般会計

備 考

補正後
216,209

補正前
216,117

比較
360

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計

補正後
834,467

補正前
834,107
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給 与 費 明 細 書

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計 備 考



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額
給与改定の状況
平均改定率　　　　
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数

補正後 110
補正前 110
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
児童手当 0
退職手当組合負担金 0
管理職特別勤務手当 0
地域手当 0
扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 360
住居手当 0
児童手当 0
退職手当組合負担金 0
管理職特別勤務手当 0
地域手当 0

一般会計
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職
員
手
当

360

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 360
県知事県議会議員選挙費職
員人件費における時間外勤
務手当の増額

昇給昇格等に伴う増加分 0

その他の増減分 0

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

給
料

0

給与改定に伴う増減分 0



（３）給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）

区分 補正後 補正前
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 182,200 182,200

305,110 42.35 高校卒 154,900 154,900
305,110 42.01

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 12 12 ６級
５級 6 6 ５級
４級 26 26 ４級
３級 35 35 ３級
２級 19 19 ２級
１級 12 12 １級
計 110 110

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.250 2.200 4.45
2.250 2.200 4.45
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同
一般会計

区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

退職手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等

0人
補 正 後
補 正 前

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主事

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

0%

区分
補正後 補正前

区分 行政職

課長・次長・局長・参事
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区分
行政職 労務職

補 正 後
補 正 前


